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第１回 公立大学法人北九州市立大学評価委員会  
委員からの質問に対する回答 

 
 

 
●教育 
 

分野 
年度 
計画 
No. 

質問事項 北九大からの回答 

教育 7-1 基礎英語力の高い学生

の確保ということで入

学時の TOEIC のスコア

比較は分かるが、入学

時から 2年時（もしく

は 3年時）の TOEIC の

平均スコア上昇の比較

も高度な英語運用能力

の向上の一面として広

報できるのではないだ

ろうか。あるいは、比

較評価しているのか？ 

 

英米学科を再編し、2019 年度から新教育課程がスター

トした。今年度は新型コロナウイルス感染症の影響で

TOEIC テストがまだ実施されておらず、新教育課程の学

生の TOEIC スコア情報が入学時の 1 か年分しかないた

め、現時点では経年比較をすることができない。 

今後は、新教育課程の教育成果も併せて PR していくこ

とが重要であり、その分析や広報戦略について、関係

部局と連携しながら検討していくこととする。 

教育 7-2 Advanced コースの登録

受付が定員 10 名に対し

6 名登録になっていま

すが、学校側の評価を教

えてほしい。 

 

グローバル教育を推進するために 2019 年度から開始

した KGEP(Kitakyushu Global Education Program)は、

海外学習体験を広く促進するためのBasicなコースであ

る「Challenge コース」と、より高度な英語運用能力や

国際的な視点及び実践力を身につけるための特別なコ

ースである「Advanced コース」がある。 

Advanced コースは英米学科以外の学部・学科の学生を

対象にしており、英米学科において英語で開講されてい

る専門科目等の履修を必修としているため、多くの学生

が参加しやすい Challenge コースに比べ、高度な英語力

が必要となる難易度の高いプログラムである。また、他

学科の学生を受け入れる英米学科のキャパシティの問

題もあり、最大受入枠として 10 名を設定した。したが

って、制度設計した当初から受講できる学生は少人数を

想定しており、登録学生数は妥当な人数と考えている。 

 

教育 9-2 コロナのために留学が

中止・延期になった学生

も多いと思いますが、学

校側は学生に対しどの

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、2019 年度末

時点で留学中及び留学予定であった留学プログラムの

多くが中断・中止を余儀なくされた。留学を中断した学

生に対し、帰国後本学での履修と並行して留学先大学に
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ようなフォローをして

いるのか。 

 

おける遠隔授業の受講を認める措置や、留学を中断・延

期した学生に対し、学生が一旦決断した留学へのチャレ

ンジを完遂出来るよう、2020 年秋以降の再留学の選択肢

を提示するなど、大学として必要な支援を行っている。 

2020 年秋派遣については、既に学生の学内選考を終

え、現時点では留学に向けた準備を段階的に進めてい

る。今後は、外務省危険情報に基づく相手国・地域の安

全レベルを踏まえ、学内緊急対策本部会議での審議を経

て渡航判断を行うこととしている。こうした方針や学生

自らに求められる危機対応への備えについては、文書の

送付及び動画のオンデマンド配信等を通じて、派遣予定

学生とその保護者双方に対して伝達し、また相談に応じ

るなど、適宜、必要なフォローを行っている。 

また、既に一部の協定校では 2020 年秋のプログラム

中止や 2021 年春への延期が決定しており、こうした学

生については2021年春以降の留学延期を推奨している。 

今後留学を目指す学生に向けては、新型コロナウィル

ス感染症に対する本学の対応方針を説明するとととも

に、留学担当課職員をはじめ、留学経験学生とのオンラ

イン面談やＳＮＳ、ホームページを利用した留学情報の

提供により、学生が留学情報にアクセスしやすい体制を

整えている。 

 

教育 12-1 使用方法がわからない

学生に対して随時対応

可能な職員を配置して

いるか？ 

 

北九大教育ポートフォリオシステムは大学のポータ

ルシステムからログインできるようになっており、使用

方法についてのマニュアルがすぐに確認できるよう、ト

ップ画面からダウンロードできるようにしている。 

また、マニュアルを見ても使用方法がわからない学生

に対しては、本システムの運用に携わる特任教員を 1名

配置し、学生からの問い合わせに随時対応した。 

 

教育 12-2 学修成果の可視化を推

進するため内部質保証

推進室を開設し、3つの

ポリシーに基づく学修

成果に対するアセスメ

ントを実施したとある

が、その具体的内容につ

いて少しの説明が含ま

れているとベターだと

思う。 

 学修成果の可視化については、本学が定める DP（学位

授与方針）の５つの能力について、科目の成績と各能力

の重み付け＊を乗じた数値をもとにした「DP 到達度」を

学生毎に算定し、学科別に整理をしてカリキュラム・マ

ップやカリキュラム・ツリーの確認を行った。 

 入試については、学生毎に入試情報と在学時の成績

（修得単位数や GPA）を紐づけ、学科別・入試区分別に

整理して入試方法の適切性を検証した。 

その他、授業評価アンケートや成績評価、GPA の分布

などを用いてアセスメントを実施した。 
 

＊本学では DP を「知識」「技能」「思考・判断・表現力」
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「コミュニケーション力」「自律的行動力」の５つの能

力に区分し、科目ごとに各能力の重み付けを設定して

いる。 

 

教育 17-1 募集活動や推薦制度に

関して、マネジメント研

究科が実施されていな

い理由は何か。 

マネジメント研究科は、マネジメントに関する倫理

的・理論的枠組みや実践的なビジネススキル、経営改善

の方法論などを提供しており、経営者や管理職、公務員

など「社会人」をターゲットの中心に位置付けているた

め、積極的に進学者を受け入れるスタンスではない。 

学生の中には起業意欲の高い学部生もいるため、他研

究科と同様、マネジメント研究科も学部推薦制度を設け

一定の広報活動を行っているが、上記のとおり志願者は

社会人が多く、今まで本制度を利用した内部進学の実績

はない。 

しかし、学部推薦制度の応募には繋がらなかったもの

の、2019 年度の入試説明会には本学経済学部生が参加し

ており、起業意欲の高い学部生を受け入れるため、今後

も学部推薦制度は引き続き実施することとしている。 
 

≪マネジメント研究科における学部推薦制度の広報活

動（2019 年度）≫ 

・北九州市立大学同窓会をとおした広報活動（入試日

程等の周知） 

・学内各所に秋期・冬期入試のポスター掲示、チラシ

配布 

・入試説明会開催を学内イントラやホームページで周

知 

教育 17-2 社会システム研究科の

充足率が低い理由につ

いて、どのように分析さ

れているのか。 

大学院の定員未充足は全国的な傾向であり、とりわけ

人文社会系の研究科において定員充足率が低く、全国的

な課題となっている。 

世界的には博士・修士の学位は高く評価される傾向に

あり、諸外国と比較したときに、日本の博士・修士の保

有率の低さが目立っている。経済社会のグローバル化が

進む中で、博士・修士の将来的な需要も踏まえると、大

学院の存在は意義あるものと考えている。また、大学院

において、社会人のリカレント教育の役割も期待される

ようになっており、こうした中、2020 年度には社会シス

テム研究科博士前期課程及び博士後期課程の在り方に

ついて検討する WG を立ち上げることが決定している。 

 

教育 19-1 2018 年度から比べたと

き志願者が大幅に減っ

ているが、減少について

分析が必要ではないか。

本学では優秀な外国人留学生を獲得するため、外国人

特別選抜試験において、これまでの「冬期日程」に加え

て、2018 年度入学者選抜から「夏期日程」を導入した。 

2020 年度入学者選抜においては、冬期日程では法学研
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コロナの影響などはあ

るのか？ 

コロナ禍の中、今後も同

じ計画でいいのか？ 

究科で 3名、社会システム研究科で 6 名の志願があり、

夏期日程の志願者 2名を含め、外国人特別選抜試験全体

で志願者数は 11名であった。 

大学院の定員未充足は全国的な傾向であり、とりわけ

人文社会系の研究科において定員充足率が低く、全国的

な課題となっている。一方、経済社会のグローバル化が

進む中で、博士・修士の学位の将来的な需要も踏まえる

と、大学院の存在は意義あるものであるため、それらを

踏まえて今後の在り方を検討していきたい。 

今後のコロナ渦における広報活動としては、大学ホー

ムページを活用して研究科での学びや本学の環境を随

時情報発信し、遠隔地においても本学のことを知っても

らえるような対策を考えている。 

 

教育 20-1 秋期・冬期の入試説明会

において、OB の紹介に

よる複数の参加者が来

場とあるが、いくつの企

業・団体を訪問しその取

り組みによってどのく

らい増えたものなのか

数字が分かれば教えて

ほしい。 

教員が企業や OB と接触する機会がある時に併せて入

試説明会の周知を行っているため、全体の訪問企業数ま

では把握していないものの、様々な機会を利用して入試

説明会の PR を行っている。 

その結果、2019 年度の入試説明会には全体で 42 名

の参加があり、前年度の 32 名から 10 名の増加（前年度

比 32%増）となった。また、その際に実施したアンケー

ト結果では、10 名の参加者が「OB、在学生、教員からの

紹介」により参加したと回答しており、前年度の 1名と

いう回答数から大きく増えており、本取組の効果が現れ

ていると言える。 

 

教育 21-1 新型コロナウイルス感

染症予防の観点から履

修中止になったのは残

念だが、生徒の満足度も

高いのは評価できる。今

後、履修再開に向けて新

たな対策を考えている

のか？ 

 

本学では１学期から遠隔授業を実施しているため、そ

の遠隔授業のノウハウを i-Design コミュニティカレッ

ジでも活用し、遠隔授業で実施可能な領域について開講

する等の対策を検討しているところである。 

なお、その前段階として、5 月から大学ホームページ

に「バーチャル i-Design コミュニティカレッジ」を開

設し、各領域紹介や模擬授業・１期生の活動報告などを

動画で定期的に配信することで、次年度以降の広報・情

報発信に努めているところである。 

 

教育 23 現状の対策で対象者が

減っていないことを考

えるとさらに別の対策

が必要なのではないか。

また、相談に対して解決

出来たのはどのくらい

か？コロナの影響で今

早期支援システムは、何らかの理由で修学が困難な学

生を早期に発見し、必要な支援を行うことを目的とした

システムであり、支援を必要としている学生を「1 人で

も多く早期に発見すること」が重要である。2019 年度は

253 名の対象者を発見することができ、結果的に退学・

除籍率は減少し、休学率も一定の水準を維持しているこ

とから、早期支援システムについて一定の効果が出てい
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後、相談者の増加が考え

られる。 

ると考えている。 

また、対象となった学生については、学科の学生サポ

ート委員を中心に、臨床心理士によるカウンセリングの

実施や、教職員間・保護者間で情報共有するなど連携し

て支援を行っているものの、なかには長期的に支援を行

う必要のある学生もおり、2019 年度１学期の対象者 126

名のうち、30 名が２学期も引き続き支援の対象となって

いる。 

今後、新型コロナウイルス感染拡大をうけ、慣れない

オンライン授業や、見通しの立たない状況の中、精神面

に不安を抱える学生の増加が懸念される。この対策とし

て、オンラインによるカウンセリング体制を整備し、ま

た心の健康調査のアンケートを web にて実施する等、学

生のメンタルケアに努めている。 

教育 25-2 入試制度改革の国の方

針転換後の、大学として

の対応の速度・見直し結

果について自己評価が

あれば教えてほしい。 

2021 年度入学者選抜から導入予定であった英語民間

試験活用については、11 月 1 日に文部科学大臣が導入

見送りを決定したことを受け、本学の一般選抜試験の配

点に影響があることから、11 月 7 日に英語民間試験の

活用について再検討する旨を公表し、12 月 10 日には英

語民間試験を活用しないことを公表した。 

これら一連の対応は適切に行われ、スピード感をもっ

て対応している。（参考：九州大学 11 月 29 日公表、下

関市立大学 12月 12 日公表、福岡県立大学 12月 12 日公

表） 

 

教育 26-1 入試実績について、全国

的な傾向は理解できた。

実際に志願者が減少し

ている点を大学として

どう評価しているのか。

(一般選抜全国 6.4％

減 、 本 学 18 ％ 減

5412→4438） 

2020 年度入学者選抜では、センター試験の難易度が高

かったことや 2021 年度入学者選抜から始まる「大学入

学共通テスト」を回避するため、センター試験を課さな

い推薦入試や AO 入試等への志願傾向が強く、全国的に

国公立一般選抜を敬遠する傾向があった。 

その全国的な傾向に加え、本学の場合においては、過

去 10 年間で 2019 年度入学者選抜の志願者数（5,412 名）

が最も多く、志願者数増加の反動で次年度の志願者数が

減少するという「隔年現象」が見られ、この２つの要因

が重なったため、結果的に志願者数が 18％減少したと考

えている。 

  

教育 26-1 高校等を訪問し、進路指

導担当教員へのアプロ

ーチを行い、受験生との

直接的な接触を増やす

取組みを強化すること

でオープンキャンパス

2019 年度に実施したオープンキャンパスでは、北方キ

ャンパスにおいて前年度比で 110 名の増、ひびきのキャ

ンパスにおいて 382 名の増であった。これは、オープン

キャンパス開催前までに実施する「高校ガイダンス」「進

学ガイダンス」「大学訪問」等の際に、オープンキャンパ

スの告知を行った成果であると考えている。 
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応募者が増加したのか

どうか知りたい。 

新型コロナウイルス感

染症拡大に伴いオープ

ンキャンパス等が中止

になっておりどのよう

にして入試広報活動を

行なうか難しいところ。

今後の計画はあるのだ

ろうか。 

 今年度は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、従

来の来場型オープンキャンパスが開催できない状況で

ある。そのため、Web オープンキャンパスを実施し、高

校生や受験生に本学の特徴や雰囲気を少しでも感じて

もらえるよう、キャンパス紹介や学生インタビューの動

画配信を行う。また、オンラインによる個別相談会やガ

イダンスを開催し、受験生と本学教職員で直接話ができ

る機会を設けることとしている。 

 新型コロナウイルス感染症の影響による代替措置と

してオンラインを活用した広報を開始したが、オンライ

ンによる広報活動は、遠隔地の高校生でも気軽に本学の

ことを知ってもらえるというメリットがある。新型コロ

ナウイルス感染症が収束した後も、今までの受験生との

直接的な接触を増やす取組みに加え、オンラインのメリ

ットも活かしていけたらと考えている。 

教育 26-3 今後、他学部のサテライ

ト受験は予定されてい

るのか。 

法学部の一般選抜前期日程において、広島市でサテラ

イト入試を実施しており、今年度で３年目となる。サテ

ライト入試は、近畿、中国、四国エリアから一定の需要

（2019 年度 18.8％、2020 年度 17％）があることに加え、

今年度は新型コロナウイルス感染症への対応として、受

験生の長距離移動を控えるという点からも有効である

と考えている。 

一方で試験会場を２か所にすることで、試験監督や補

助員など人員体制等の課題も考えられることから、他学

部については、法学部の状況を見ながら、検討していき

たい。 

 

教育 29-1 インターンシップ参加

者について、北方は順調

に伸びているが、ひびき

のが減少している。特筆

すべき理由等があるの

か。 

最近は民間の就職情報サイト等で紹介されているイ

ンターンシップが充実しており、大学を介さず独自で開

拓したインターンシップに参加する学生が増えている。

ひびきのキャンパスでインターンシップ参加者数が減

少している要因として、そのようなインターンシップの

参加者数を正確に把握できていない点が挙げられる。 

学生独自でインターンシップに参加する場合、就職相

談窓口で事前報告を行い、インターンシップ終了後に別

途報告書を提出するよう学生に呼び掛けている。しかし

現状では、事後に報告書を作成する手間を避けるため、

就職相談窓口に事前報告を行わない学生が増えている

と考えられる。 

この対処策として、2020 年度から事後報告書の提出を

見直すことで、大学を介さずに参加したインターンシッ

プの把握率を上げるよう努めている。 
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●管理運営等 
 

分野 
年度 
計画 
No. 

質問事項 北九大からの回答 

管理

運営 

53-1 組織人事委員会の開催

の回数が 8 回から 2 回

に減っているのはなぜ

か。 

大学ガバナンス改革の一環で 2014 年度に設置された組

織人事委員会は、教職員の組織再編、ポスト管理等、組織・

人事に関する事項を全学的視点に立って審議するための

組織である。 

2019 年度は、英米学科の再編や新教育課程の全学一斉

導入等、第 3期中期計画における主要事業を開始する重要

な年度であり、また、英米学科の再編に合わせて KGEP を

開設する等、第 3 期中期計画における節目の年度であっ

た。  

一方、2018 年度までは、これら主要事業等の組織体制を

構築するための重要な準備期間であり、2019 年度からの

事業開始に向け、組織人事委員会で組織体制や人事につい

て審議する必要があったため、委員会の開催回数が多い結

果となった。 

≪参考：2018 年度と 2019 年度の議案の内訳≫ 
2018 年度議案（8件） 2019 年度議案（2件） 

英米学科再編に関わ
る議案 

3 件 次期中期計画に関わ
る議案 

1 件 

KGEP 開設に関わる議
案 

3 件 COC+事業終了に伴う
議案 

1 件 

新教育課程に関わる
議案 

1 件   

その他 1 件   
 

管理

運営 

54-1 廃止した職に比べて新

設した職が多いのでは

ないだろうか。人件費の

増減はどうなっている

のか知りたい。 

2018 年度及び 2019 年度決算の比較では、退職手当等を

除く人件費の支給額が約 37,000 千円増加している。これ

は、英米学科の再編により特にビジネス分野の教育体制を

整えるため教員を増員したこと（約 27,000 千円増）、また

賞与が年間 0.05 月分増額となったことにより、賞与額だ

けで約 10,000 千円増加したためである。 

英米学科については、入学定員を 111 名から 135 名に

増やしているため、完成年度である 2022 年度には収容定

員が 96 名増えることになり、授業料収入も 50,000 千円

以上増額すると試算している。 

なお、2019 年度に計 3 名の係長級ポストを新設・補充

したが（新設 2名、補充 1 名）、新設ポストについては下

記のとおりであり、実質的に 2018 年度までのポストを継

続しているものである。 

・文部科学省の補助事業期間終了に伴い 2018 年度末で

廃止したグローバル人材育成推進係の後継として、国
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際化支援担当係を新設 

・学生支援アドバイザーの退職に伴い、それに代わるポ

ストとして保健指導担当係を新設 

  

管理

運営 

55 キャリアパスにのっと

った必須研修と、個人の

判断に任せた任意の研

修の種類の違いはどう

なっているのか知りた

い。 

SD 推進のため、年度毎に研修計画を策定し、職員の能

力や資質向上を図っている。この研修計画の中で、各研修

をキャリアアップ研修、基本研修、スキルアップ研修及び

短期・長期派遣研修の５体系に分類し、職員の成長に応じ

た研修受講を命じている。 

 必須研修としては、キャリアアップ研修（新採・新任主

査・新任係長研修）及び基本研修（職場内における OJT、

全体研修、人権・ハラスメント研修、リスクマネジメント

研修、等）を実施している。 

 また、任意に受講を命じる研修には、スキルアップ研修

（新採接遇研修、リーダーシップ研修、e-ラーニング研修、

等）、短期派遣研修（公立大学協会が実施する教務事務セ

ミナー、等）・長期派遣研修（１年間にわたる文部科学省

行政実務研修）を実施している。 

 

管理

運営 

57 インセンティブとして

の学長裁量経費を原資

とする学部長裁量経費

等の実績が今年度はあ

ったか。 

これまで、学部長等業績評価については、当年度の３月

に評価を行い、その業績に応じ、インセンティブとして翌

年度４月に学部長等裁量経費の増額配当を実施してきた。

2019 年度の評価については、内部質保証と連携しながら

実施することとしているが、新型コロナウイルス感染症の

影響で内部質保証の進捗が遅れており、現時点ではインセ

ンティブの配当が完了していない。 

内部質保証が完了次第、学部長等業績評価とインセンテ

ィブの配当に着手することとしている。 

 

管理

運営 

59-1 入学予定者の減少によ

り入学金収入が減少（資

料６－１）している。入

学定員増が実施状況と

して挙げてあるが、決算

上の数値として表れて

いない理由は何か。 

本学では 2019 年度入学生から英米学科及び建築デザイ

ン学科の入学定員を増やし、入学金収入の増加に取組んで

いるところである。（英米学科 24人増、建築デザイン学科

5人増） 

入学金は決算上「選抜試験実施年度」の入学金収益に算

定されるため、2019 年度入学生の定員増については、選抜

試験実施年度である 2018 年度から決算値に反映される。

入学定員が増加する前の 2017 年度入学金収益 646,047 千

円と比較すると、2018 年度は 672,739 千円（+26,692 千

円）、2019 年度は 660,486 千円（+14,439 千円）と、入学

定員を増やす前に比べ、入学金収益は増加している。 

 

管理

運営 

62-1 スマートフォンの対応

が出来たことは良かっ

今年度は、高校生目線にたった広報活動に力点を置いて

おり、SNS 対応機能の導入を検討している。高校生に感性
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た。今後、広報的には、

Ｔｗｉｔｔｅｒやイン

スタグラムの活用は有

効であるので学生への

投げかけをして活用し

てみてはどうだろうか。 

 

が近い在学生にアイディアを出してもらうなど協力を呼

びかけ、高校生目線の取組を進め、志願者確保に努めるこ

ととしている。 

管理

運営 

63 環境整備については、期

間限定ではなく年間計

画となっているのだろ

うか。 

No.63-1「学修環境の整備」では、アクティブ・ラーニ

ング等教育環境や花壇・樹木等の景観の整備を行い、快適

で学びやすいキャンパス環境を整えることとしている。 

教育環境改善に直結する教室改修については、教員の要

望や多様化するカリキュラムに対応するべく、重点的に取

り組む事業として、毎年大規模改修の予算を要求してい

る。しかしながら、施設の各老朽化対策に注力せざるを得

ない現状より、本事業に大きな投資が叶わず、順次優先順

位を付けながら改修に着手している状況である。 

 また、花壇の植替えや樹木の剪定については、学外者か

らも注目が集まる入学式や卒業式、入試シーズンに美観が

保たれるよう、計画的に実施している。 

 

管理

運営 

64-1 女子トイレの改善につ

いては分かったが、男子

トイレはどうなってい

るのか。 

本学の建物は至るところで老朽化が進んでおり、特に改

修の緊急性が高い学内のトイレについては、2020 年度か

ら 2022 年度の 3 か年をかけ、北九州市からの施設整備補

助金を活用して改修を行うこととしている。それに先立

ち、2019 年度は卒業式や入学式などの学校行事で多くの

方が利用する体育館兼講堂のトイレ改修工事を行い、男子

トイレや多目的トイレも含めたトイレの全面改修工事を

実施した。 

とりわけ、女子トイレの改修においては、パウダーコー

ナーの設置等、学長指示により立ち上げた「女子トイレ改

善プロジェクト」からの提案内容を一部反映している。 

今後 3年間で、本館や１号館のトイレを中心にトイレの

全面改修工事を実施していく予定だが、特に女子トイレに

ついては「女子トイレ改善プロジェクト」の提案内容を活

用した改修を行うこととしており、トイレ利用者が快適に

利用できるよう環境を整えていく予定である。 

 

管理

運営 

66-1 ICT 化に伴って必要と

なって来るセキュリテ

ィ対策については、外部

の専門業者へ導入アド

バイスや定期検査の依

頼をしているのか、それ

本学には情報総合センターという情報部門の専門部局

があり、セキュリティ対策については、その情報総合セン

ターにおいて、情報分野の専門教員を中心に実施してい

る。 

また、定期検査等は情報総合センターで行っているが、

セキュリティサービスやセキュリティ機器を導入する際
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とも内部でしているの

か。 

に、必要に応じて外部の専門業者のアドバイスも受けなが

ら進めている状況である。 

管理

運営 

67 2019 年度研究不正防止

計画に基づく研修や防

止策（監査や管理体制強

化）の実施結果の概略を

教えてほしい。 

2019 年度研究不正防止計画に基づき、5 月 28 日に「コ

ンプライアンス推進責任者研修」を実施し、コンプライア

ンス推進責任者（各部局長）12 名が出席した。本研修の内

容（研究不正防止に関する学内規程や学内体制等）は、12

月～3月にかけ各部局において実施された「研究不正防止

部局研修」にて各教員に伝達された。（受講者 263 名） 

また、不正防止対策の観点から、研究補助従事者の従事

予定を事務局に届け出る等管理体制を強化するとともに、

備品等の物品管理を強化するため、事務局が実施する納品

検収の厳格化や転売防止の備品管理シールの貼付を実施

する等、今までの教員主体の管理体制から事務局が介入す

る体制に変えることで、不正防止対策の強化を図った。 

2 月に実施した公的研究費内部監査において、上記の取

組みを重点的に確認するため、書面監査（伝票確認）、実

地監査（備品の現物確認）、リスクアプローチ監査（研究

補助従事者へのヒアリング）を実施した。書面監査では書

類への押印漏れなど、指摘事項にあたらない軽微な確認事

項はあったものの、実地監査とリスクアプローチ監査では

特に問題は見当たらなかった。 

また、12月に実施された（独）日本学術振興会による科

学研究費助成事業実地検査では、改善の必要を指摘された

事項はなく、外部機関からの監査においても適正に処理さ

れているとの評価を受けた。 

 

 


